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さくら市老人保健福祉施設整備法人募集要項

1　事業名

さくら市老人保健福祉施設整備事業
（認知症高齢者グループホーム、看護小規模多機能型居宅介護拠点）

2　目的

さくら市では、「地域で支え合い、健康長寿でいつまでも、安心して暮らしを楽しめるまち」を基本理念とした「第8期さくら市高齢者総合保健福祉計画」に基づき、老人保健福祉施設の整備を進めています。
この募集は、計画に基づき、「認知症高齢者グループホーム」及び「看護小規模多機能型居宅介護拠点」を整備する法人を選定するために行います。

3　整備年度

施設は、令和5年度末までに整備を完了し、令和6年4月から当該施設の供用を開始してください。ただし、やむを得ない事情が生じた場合には、市と事業者の間で協議し決定するものとします。

4　整備施設の内容等

	施設種別
	施設数
	定員
	整備地区
(日常生活圏域)

	認知症高齢者グループホーム
	1施設
	9人（1ユニット）
	市内全域

	看護小規模多機能型居宅介護拠点
	1施設
	登録定員：29人以下

通い定員：登録定員の2分の1から18人まで

宿泊定員：通い定員の3分の1から9人まで
	





5　施設条件

(1)　栃木県及び市が定める設備及び運営に関する基準等を満たしていること。
(2)　認知症高齢者グループホームの各居室の面積は、9.9㎡（内法）以上であること。
(3)　認知症高齢者グループホームは、入居者となじみの関係を構築するため、職員を固定配置すること。
　(4)　認知症高齢者グループホームは、看護小規模多機能型居宅介護拠点に併設すること。
(5)　看護小規模多機能型居宅介護拠点に老人デイサービスセンターを併設しないこと。
(6)　整備施設は、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年法律第36号）」における「公共建築物」となることから、可能な限り、県産出材利用による木造化・木質化に努めるものであること。平屋建て（一定の要件を満たす場合、2階建ても可）の場合は、県産出材を利用した木造建築物（準耐火建築物）であることが望ましいこと。

6　土地条件

(1)　整備施設を建設する土地は、次に掲げる条件のいずれかに合致するものとします。
　①　都市計画法（昭和43年法律第100号）第8条第1項第1号の用途地域が定められた地域（工業専用地域を除く。）
　②　用途地域が定められていない地域の場合、家族や地域住民との交流の機会が確保されていると認められる地域（50戸以上の建築物の敷地が50ｍ以内（1か所に限り60ｍ以内でも可）の間隔で存している地域又は開発区域を含んだ3ha（半径100ｍの円又は100ｍ×100ｍの正方形を3つ連続させたもの）内に、主たる建築物が20戸以上存している地域をいう。ただし、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第8条第2項第1号で定める農用地区域を除くこととし、当該区域の除外が可能であると見込まれる場合であっても立地可能場所には含まれない。）
(2)　(1)で定める土地については、整備法人が所有しているか、又は取得する予定であることを原則とします。ただし、整備施設の耐用年数に相当する長期の借地権を設定し、かつ、これを登記する場合にはこの限りではありません。

7　応募資格

応募する資格を有する者は、既存の法人であって介護保険法で規定する欠格要件に該当しない者であり、かつ、主たる事務所、支店、または営業所等が栃木県内にある者とします。



8　日程

　　募集及び選定のスケジュールは次のとおりです。
	令和5年1月23日（月）
	整備法人募集の公告

	令和5年1月23日（月）～ 3月31日（金）
	募集要項等の配付

	令和5年2月15日（水）
	説明会

	令和5年2月16日（木）～ 2月24日（金）
	質問の受付期間

	令和5年3月3日（金）
	質問の回答

	令和5年4月3日（月）～ 4月7日（金）
	応募書類の受付期間

	令和5年4月中旬
	整備法人選定の審査
(プレゼンテーション及び面接)

	令和5年5月上旬
	整備法人の決定・通知・公表





9　応募の手続き

(1)　募集要項等の配付
①　期　間　　令和5年1月23日（月）から令和5年3月31日（金）まで
（ただし、土日祝日は除く。）
②　時　間　　午前8時30分から午後5時15分まで
③　場　所　　さくら市健康福祉部高齢課介護保険係及び市ホームページ
④　配付物　　募集要項等

(2)　募集に関する説明会
①　日　時　　令和5年2月15日（水）　午後2時から
②　場　所　　さくら市役所　3階　議員控室
　　③　その他　　出席希望者は、2月10日（金）までに出席者報告書（別紙1）をFAXまたは電子メール等で高齢課あて提出してください。


(3)　募集に関する質問の受付等
本要項に関する質問及び回答は、次により行います。
①　質問の方法
質問の内容を簡潔にまとめて、質問書（別紙2）に記入のうえ、持参、郵送、FAXまたは電子メールにより提出してください。電話、口頭等による質問は受け付けません。
②　質問の受付
ア　期　間　　令和5年2月16日（木）から令和5年2月24日（金）まで
（ただし、土日祝日は除く。）
イ　時　間　　午前8時30分から午後5時15分まで
ウ　場　所　　さくら市健康福祉部高齢課介護保険係
③　回答
後日、FAX又は電子メールにて回答します。なお、質問等に関して、応募者全員に周知すべき内容であると市が判断した場合は、市ホームページで公表します。

(4)　応募書類の提出
応募する者は、次により書類を提出してください。
①　受付期間　　令和5年4月3日（月）から令和5年4月7日（金）まで
②　受付時間　　午前8時30分から午後5時15分まで
③　提出場所　　さくら市健康福祉部高齢課介護保険係
④　提出書類　　「11　提出書類」のとおり
⑤　提出部数　　正本1部、副本10部（副本はコピー可）
⑥　提出方法  　応募書類の提出は、期間内に応募者が提出場所へ直接持参することにより行うものとし、郵送及び電子メールによるものは受け付けません。

(5)　応募者によるプレゼンテーション（整備計画の発表）及び面接
①　日　時　　令和5年4月中旬
②　場　所　　さくら市役所　
　　③　応募者の代表者及び管理者予定者は、次により説明を行ってください。
　　　ア　1応募者あたりの説明時間は20分以内とする。
　　　イ　応募者から委託された業者による説明は認めない。
ウ　応募者は他の応募者のプレゼンテーションの内容を知ることはできない。
④　プレゼンテーションにおける応募者の必須説明事項は次のとおりです。
ア　事業の実施方針に関する事項
　　　イ　建築用地に関する事項
ウ　建築計画に関する事項
エ　職員配置計画に関する事項
オ　運営計画に関する事項

　　⑤　プレゼンテーション終了後、引き続き「さくら市老人保健福祉施設建設に係る法人審査委員会」委員による面接を行います。

(6)　審査結果の通知
審査結果は、令和5年5月上旬に応募者宛て文書により通知します。

　(7)　応募の概況等の公表
応募の概況、審査結果の概要、選定法人等については、適宜公表します。

　(8)　その他
高齢課が配付する質問回答書その他の追加資料は、募集、審査、条件等に関し、この要項と一体のものとして扱います。 

　(9)　担当部局
さくら市健康福祉部高齢課介護保険係
　　　　〒329-1392　栃木県さくら市氏家2771番地
　　　　　電話：028-681-1155
　　　　　FAX：028-682-1305
　　　　　メールアドレス：korei@city.tochigi-sakura.lg.jp

10　審査

応募者から提出された整備計画の審査は、審査の透明性及び公平性の確保を目的として設置する「さくら市老人保健福祉施設建設に係る法人審査委員会」において行います。
なお、この事業において、応募者がいない場合又は審査の結果により提出された整備計画のいずれも本事業の目的を達成することができないと判断した場合は、整備法人の決定は行いません。


審査における審査項目については次のとおりです。
	区分
	内容

	事業の実施方針
	●　申請動機は単に利潤目的ではなく、真摯に介護サービスを提供することにあるか。
●　申請者に社会福祉、高齢者介護福祉に対する哲学があるか。
●　主体性及び自立性は高いか。（特定の個人又は団体の利益を代表していないか。）
●　事業（設置施設の運営）を理解しているか。
●　採算性の見通しを立てているか。

	申請者等
	●　社会福祉に寄与する姿勢が経歴に見られるか。
●　高齢者福祉又は地域福祉事業の経験はあるか。
●　申請者にリーダーシップ性はあるか。
●　さくら市の高齢者保健福祉の現状を理解しているか。
●　介護保険制度の趣旨、目的及び内容を理解しているか。
●　地域の意見が反映されるような役員構成となっているか。
●　管理者予定者の人格、能力は期待できるか。

	建築用地
	●　立地条件は良好か。（騒音、大気汚染等）
●　地域との交流が十分期待できる土地か。（市街地・住宅地に近いか、集落性が高いか）
●　周囲との関係は問題ないか。（地元自治会、隣接地権者の同意が見込めるか）
●　敷地確保の見通しは確実か。
●　敷地確保の方法は何か。

	建築計画
	●　各室面積（内法）は適切か。
●　家庭的な温かみのある雰囲気を造るため、県産出材による木造化・木質化に取り組んでいるか。
●　居室・共同生活室の床はクッション性のあるか。
●　日照、採光、換気等の入居者の衛生について配慮されているか。
●　入居者や職員の動線等について配慮されているか。
●　災害時における避難経路確保、避難場所、消火活動等について配慮されているか。
●　利用者・職員にとって使いやすいよう工夫し、設計されているか。（居室・キッチン・リビング・トイレ・洗面台）
●　建物の外回りやベランダを入居者が楽しんだり活動したりできるように活かしているか。

	資金計画
	●　建築費は適正に計上されているか。
●　運転資金、事務費、建設資金借入金償還金は適正に計上されているか。
●　総事業費に占める借入金の比率はいくらか。
●　今後の財政基盤の見込みはどうか。安定経営が期待できるか。

	職員配置
	●　計画作成担当者は有資格者（介護支援専門員で認知症介護従事2年以上）を確保しているか。
●　夜勤職員は複数配置するか。
●　職員の資質確保、向上を考えているか。

	運営計画
	●　ユニットケアの理念を持ち、十分説明できるか。
●　利用者（要介護3の場合）の月額総負担は高額とならないよう配慮されているか。
●　入居者一人ひとりのペースに配慮しているか。（日課がなくても充実した生活）
●　入居者の日常的な外出機会の確保の方策はあるか。
●　プライバシーの確保、身体拘束廃止、苦情解決及び事故防止策への具体的方策はあるか。
●　感染症対策、災害対策及び感染症、災害時の事業継続への具体的方策はあるか。
●　協力医療機関は施設から近距離にあるか。
●　地域におけるボランティア活動等を含め、地域住民等の理解と参加を計画しているか。


　※　特定の項目について、著しく点数が低い場合には、実施事業者として選定されない
場合があります。



11　提出書類

提出書類は、Ａ4サイズのフラットファイル等に綴り、下記の項目ごとにインデックスを付け、表紙・背表紙に事業者名等を記載してください。（図面はＡ3サイズまで）
	№
	書 類 名 称
	備考

	1
	老人保健福祉施設整備計画概要書
	様式第1

	2
	敷地一覧表
	様式第2

	3
	計画地及び建物に係る売渡確約書又は賃貸確約書
（所有者の印鑑証明書添付）
	

	4
	資金計画表
	様式第3
様式第4

	5
	市中金融機関からの融資確約書（借入がある場合のみ）
	

	6
	当初寄付一覧及び寄付確約書（寄付者の印鑑証明書添付）
	様式第5

	7
	資金寄付者の所得証明書及び預金残高証明書
（寄付者全員について同一日のもの）
	

	8
	【敷地又は資金の寄付者が法人の場合】
法人の定款、法人登記簿謄本及び決算書類（直近3年分）
	

	9
	さくら市の都市計画図又は白図
（計画地を明示すること。縮尺は適宜。）
	

	10
	計画地を含む広域的な道路地図
	

	11
	計画地周辺の住宅地図
	

	12
	計画地の土地利用計画図
（建物、建築物、竹木、上下水配管等を記載すること。）
	

	13
	建物の配置図、平面図及び立体図
（平面図には冷暖房及びスプリンクラーを明示すること。）
	

	14
	各室の面積表
（壁芯及び内法。各室ごとに床、壁、天井の木造・木質化を表示すること。）
	様式第6

	15
	計画地等の公図
（計画地、隣接地、進入路を含む。）
	

	16
	計画地の登記簿謄本
	

	17
	【社会福祉法人の場合】
直近の指導監査に係る業務是正改善を要する事項に対する報告書、定款、法人登記簿謄本及び決算書類（直近3年分）
	

	18
	【社会福祉法人以外の法人の場合】
代表者の住民票抄本、印鑑証明書、定款又は寄附行為、法人登記簿謄本及び決算書類（直近3年分）
	

	19
	法人の代表者及び施設長（管理者）予定者の履歴書（顔写真付）
	

	20
	計画地及び周辺の現況写真
	[bookmark: _GoBack]

	21
	認知症高齢者グループホームに係る情報提供の項目
	様式第7

	22
	認知症グループホーム家賃計算表
	様式第8

	23
	利用料金一覧表
	様式第9



12　応募に当たっての留意点

(1)　費用負担
応募に関し必要な費用は、応募者の負担とします。

(2)　補助金
提出書類に記載する補助金の額は、次に示す額により計上してください。ただし、補助の有無又は金額を保証するものではありません。
　
	施設種別
	建設補助金
(地域医療介護総合確保基金)
	開設準備補助金
(地域医療介護総合確保基金)

	認知症高齢者グループホーム
	33,600千円　
	7,551千円　

	看護小規模多機能型居宅介護拠点
	33,600千円　
	7,551千円　



　(3)　地域住民への周知
　　　　応募前に地域住民（自治会等）への説明を実施してください。

(4)　提出資料の変更の禁止
提出した書類の提出期限以降における差し替え及び再提出は認めません。 ただし、審査にあたって確認が必要とされた場合には、追加書類の提出を求める場合があります。

　(5)　計画の変更
　　　　整備事業者として選定された後の計画書の変更については、施設の実施設計に伴うもの等やむを得ないもので、審査結果に影響を与えないものに限り、本市と協議のうえ認めるものとします。ただし、重要な事項を変更する場合には、選定又は補助金の交付を取り消すことがあります。

(6)　虚偽の記載をした場合
応募者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とするとともに、虚偽の記載をした者について、所要の措置を講じることがあります。 

(7)　提出書類の取扱い
　提出された書類は、返却を行いません。

(8)　提出時審査
次のいずれかに該当する場合は、他の応募条件を満たしていても応募を受け付けません。
①　専任の事務担当者（施設長予定者との兼務可）が配置されていない場合
②　建設予定地に抵当権等所有権以外の権利が設定されている場合（権利者からの解除確約書が添付されている場合を除きます。）
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